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令和 6 年度令和 6 年度
郡市医師会小児救急医療担当理事協議会郡市医師会小児救急医療担当理事協議会

と　き　令和 6 年 7 月 25 日（木）15：00 ～と　き　令和 6 年 7 月 25 日（木）15：00 ～

ところ　山口県医師会 6 階　会議室ところ　山口県医師会 6 階　会議室

　本協議会は、県内郡市医師会小児救急医療担当

理事、小児救急医療従事者、山口県小児科医会、 

県行政担当者、山口県医師会役員が一堂に会し、 

情報交換、意見交換を行うことを目的とし、年 1 

回開催している。

協議事項
1　令和 5 年度小児救急関係事業報告について 

（県医師会）
　小児救急医療啓発事業と小児救急医療地域医師

研修事業は県医師会が県からの委託事業として取

りまとめを行っており、郡市医師会で研修会等を

開催していただき、実施した郡市医師会に対し助

成金として開催費用を支出している。小児救急医

療啓発事業は乳幼児を持つ保護者を対象として講

習を行い、保護者が小児の病気に対する理解を深

めることにより適切な受療行動を促し、医療機関

の負担軽減及び真に急を要する患者への医療の充

実を図ることを目的としている。令和 5 年度は、

６郡市医師会（柳井、大島郡、徳山、山口市、防府、

長門市）で 7 回開催され、約 48 万円の助成を行っ

た（表 1）。小児救急医療地域医師研修事業は小

児初期医療体制の確保を図るため、小児科を専門

としない医師が小児のプライマリケアを行えるよ

う実施するもので、６郡市医師会（柳井、大島郡、

徳山、山口市、下関市、長門市）及び県医師会に

より 8 回開催され、約 78 万円の助成を行った（表
2）

２　令和 6 年度小児救急関係事業について
（山口県医療政策課）

　小児救急医療啓発事業及び小児救急医療地域医

師研修事業を昨年と同様に継続する。また、複数

の医療圏を対象に 24 時間 365 日体制で小児科

診療を行う病院に対し運営費を補助する小児救急

医療拠点病院運営事業も継続する。対象病院は済

生会下関総合病院、山口赤十字病院、徳山中央病

院、岩国医療センターである。小児救急医療体制

[ 報告：常任理事　竹中　博昭 ]

表 1　令和 5 年度小児救急医療啓発事業研修会実施一覧
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が整備されていない医療圏において、休日夜間の

一部時間帯において小児救急患者を受け入れる体

制を整備するため、小児救急医療確保対策事業も

継続する。対象病院は周東総合病院、長門総合病

院である。新規事業として地域小児救命救急セン

ター整備事業を始める。これは重篤な小児患者に

救命救急医療ができる 3 次医療圏の中核的病院に

対し運営費を補助するもので、対象は山口大学医

学部附属病院である。

田原先生　県より説明のあった小児救急医療地域

医師研修事業並びに小児救急医療啓発事業につい

て、参加者を再び増やす趣旨のお話があったが、

各事業はオンラインを使用する方法は容認される
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表 2　令和 5 年度山口県小児救急医療地域医師研修事業研修会実施一覧
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か。

県医療政策課　オンライン開催について制限はな

い。コロナ禍により環境が変わっているため、医

師研修については先生方の、市民向けの啓発につ

いては地域の事情もあると思う。事情に合わせた

形で開催していただいて問題はない。オンライン

で開催すると準備等変わったところも出てくると

思うので、調整が必要な際は県も相談に対応する。

３　山口県小児救急医療電話相談事業（#8000）
　（県医療政策課）

　不要不急の小児救急外来受診を減らすために電

話相談事業を継続する。山口県が業者に委託し電

話相談を受ける看護師、医師を確保し、19 時か

ら翌朝 8 時までの間は保護者に #8000 に電話し

ていただき、看護師や医師にまず電話で相談した

上で、119 番で救急車を呼ぶ、近くの小児救急

外来を受診する、翌日かかりつけ小児科を受診す

るなどの指示を受けるという事業である。

　令和 5 年度の相談件数は 11,652 件（令和 4

年度 8,830 件）、1 日平均 31.8 件（令和 4 年度

24.2 件）であった。時間帯別相談件数は 19 時

台、20 時台、21 時台、22 時台の順に多く、これ

らの 4 時間で 62.3％の相談件数があった。医療

圏別相談件数（絶対数）は山口・防府、周南、下

関、宇部・山陽小野田の順に多く、4 医療圏で

77.6% を占めた。相談対象者は 1 歳未満が 2,400

件（20.6%）、1 歳から 3 歳未満が 3,332 件（28.6%）

で、3 歳未満が約半数を占めた。電話相談の対応

方法は 119 番指示 520 件（4.5%）、すぐに救急

外来を受診指示 3,800 件（32.6%）であった。対

応方法は、昨年 4 月から 6 月までは 119 番指示

及びすぐに救急外来受診指示の割合が非常に高

かったため、山口県から業者に改善を要請した。

秋ごろから前年並みとなったが、年間通してのそ

れぞれの割合が高い結果となった。相談内容は「病

気・症状と治療」が 69.3%、「事故・ケガと治療」

が 16.6%、「その他」が 14.0％であった。令和

6 年 4 月～ 6 月の 3 か月集計では委託業者が変

わったこともあり、119 番指示は 1％、すぐに救

急外来受診指示は 29％で、令和 4 年以前と同等

になっている。また、3 か月間の応答率は主回線

84.5％、副回線 68.2％であった。

田原先生　相談者住所別相談件数が上がっている

が、地域別に見た場合に、年少人口あたりの相談

件数を出せる可能性があるか。絶対数だけで、人

口比が分からないとどのような地域差があるか解

析できない。また、相談内容について、「その他」

の中には医療機関についての相談が入るのか。病

気・症状についての相談以外に、医療機関の紹介

をして欲しいという相談も多いと思うが、集計の

「その他」の部分に含めているのか、含めていな

いのか確認したい。

県医療政策課　小児人口は把握できるので、来年

の報告は年少人口あたりの相談件数についても検

討したい。集計の「その他」は、病気・症状、事

故・ケガ、薬の項目に含まれない全てを含むこと

になるため、医療機関の案内も含まれている。

藤原先生　応答率は今まで調べたことがなかった

と思うが、毎年調査するものか。

県医療政策課　応答率は厚労省が #8000 事業を

全国的に行う中で、保護者のニーズにどれだけ応

えられているか計測する指標として重視している

ようである。厚労省から都道府県に対して応答率

を把握するように指示されているところである。

これに対応するため、本県でも業務を発注する際

に、応答率も把握して報告いただくように受託事

業者にお願いしている。

田原先生　今の質問を補足すると、日本小児科医

会では 3 年前に関東地方を中心に一般市民の方々

とのオンライン意見交換（啓発事業）を行った。

そのなかで、話し中でつながらないとのお話が出

たため、厚労省担当者から応答率も含めて調べる

よう提案があり、2 年前から応答率の項目が挙げ

られている。特に毎年数か月間を区切って、全国

共通で詳細なデータを取ろうと、パイロットスタ

ディの時期を設けており、それを軸にして応答率

の妥当性を評価しようとしている。

竹中　本日は山口・防府地域夜間こども急病セン
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ターの門屋先生に出席いただいている。実状を門

屋先生にお聞きしたいが、夜間等で受診される方

が #8000 を利用されているかどうか、昨年度の

実感など意見があればお願いしたい。

門屋先生　トータルの数としては、山口・防府の

場合、コロナ前の受診人数は平均 10 ～ 11 人程

度だったが、コロナが始まってからは平均 2 ～

3 人となっている。少し増えているが、もとの数

字には戻っていないと思う。#8000 の関連につ

いては、受診したいという方は今すぐ来ていた

だいてよいが、「どうしてよいか分からない」と

いう電話がくると、事務・看護師も困る場面が

出る。どうしてよいか分かりらないという場合

は、#8000 に聞かれているかと逆に協力いただ

くよう言っている場面もある。事務方の応答ス

キルの問題もあるが、何か病状に困って一次救急

を直接受診するのは差し支えないが、どうしたら

よいかという相談の電話で時間を取られると一次

救急の業務に差し支えるところもある。今年は良

い意味でマイルドな感じの誘導の仕方になってお

り、業者のキャラクターが出たかなと思っている。

#8000 に関し今年度に限って、困っている状況

は無いかなと思っている。

竹中　ご出席の先生方、特に小児科の先生方で県

民の方が #8000 をどのように使ったらありがた

い、こういう風に使ってほしい、現場はもっと助

かるといった意見はないか。

門屋先生　今年は、全体の流行状況等もマイルド

になり、慣れてこられたこともあると思う。必ず

救急車を呼んでくださいということで救急の現場

も並行していたということもあり、ハードルが低

すぎるかなと感じる場面もあったが、無理に家で

様子を見ていてくださいと言って具合が悪くなる

といけないので、電話相談側としては慎重になる

ことは十分理解している。今年は良い方ではない

かと思っている。

　応答するときの主回線、副回線はどのような使

い分けになっているか。

県医療政策課　主回線、副回線を県が用意して、

#8000 を押せば委託会社に繋がる仕組みで電話

対応していただいている。当初 1 回線で対応し

ていたが、それだけでは相談を受けきれないとい

うことで、令和 2 年から 2 回線化した。基本的

には、回線が空いていれば、主回線で電話を受け

ていただき、主回線が埋まっていたら、副回線に

繋がるという仕組みを取っている。主回線は 19

時～ 8 時まで開けており、副回線は主回線が埋

まったときに繋がることを目的としており、19

時～ 22 時に繋がるようになっている。

田原先生　日本小児科医会では、全国データを同

じ遡上に上げて集計しようということで、最初に

取り組んだのが、1 歳未満の年齢層を 1 か月未満、

1 か月～ 3 か月に細かく分けて解析した。発熱が

主訴のお子さんの場合、3 か月未満までは 6 割が

すぐ受診という対応となる。3 か月～ 6 か月未満

は 3 割がすぐ受診をしてくださいという対応に

なる。6 か月以降は年長期と同じで約 2 割といっ

た傾向が全国共通であることが分かってきた。そ

ういうことが解明できれば、いろいろな対応でプ

ラスになることもあると思うので、厚労省並びに

日本小児科医会で集計していることに協力いただ

きたいと思う。

法研（#8000 委託会社）　なるべくデータ等、協

力できるところはさせていただき、多くの皆さん

に利用いただけるように応答率の方も頑張って参

りたいと思う。

田原先生　厚労省並びに日本小児科医会では、全

国 47 都道府県担当の方がオンラインで一同に介

して、意見交換する場を一昨年度から始めた。各

地域でいろいろな工夫をされていることが分かっ

たり、19 ～ 20 時がピークになることは全国共

通のため、一部の地域では 18 時や 18 時半から

始めたり、日・祝日もデイタイムの電話対応して

いるところでは、それなりに利用度が高いことか

ら、厚労省からはそのような工夫も各自治体で今

後検討していただけないかと出ている。このよう

に工夫を共有しようと言っているので、必要であ

れば情報共有したい。


